
 
横浜市シェアサイクル事業提案書作成要領 

 
 

本業務における提案書の作成方法などの手続は次のとおりです。 
横浜市シェアサイクル事業における協働事業者の募集（プロポーザル）に参加を希望する場合は、以

下の内容を確認のうえ、提案書を提出してください。 
 
１ 件名 

横浜市シェアサイクル事業 
 
２ 事業の内容 

横浜市シェアサイクル事業協働事業者募集要項及び横浜市シェアサイクル事業仕様書のとおり 
 
３ 参加意向申出書及び参加資格審査書類の提出 

本要領等に基づきプロポーザル提出の意思について、次により提出をお願いします。 
 

⑴ 参加資格審査書類（各１部提出） 

様式 No 提出書類 備考 
１ 参加意向申出書 共同事業体で参加意向申出書を提出する場合

は（様式２）を使用 
２ 参加意向申出書（共同提案） 共同事業体で参加意向申出書を提出する場合

のみ使用 
３ 役員等氏名一覧表※ 指定暴力団の構成員でないことの調査・照会用

（神奈川県警察に照会） 
－ 定款（写）※ 最新のもの 
－ 法人登記簿謄本（原本）※ 申請日前３か月以内に発行されたもの 
－ 印鑑証明書（原本）※ 申請日前３か月以内に発行されたもの 
－ 納税証明書（原本）※ ① 法人税、消費税及び地方消費税 

・納税証明書「その１」（直近３年間分の納付

すべき税額、納付済額及び未納税額） 
・納税証明書「その３」又は「その３の３」（未

納の税額がないことの証明書） 
② 法人市民税、固定資産税及び都市計画税 
・納税証明書（最近３年間分の納付すべき税

額、納付済額及び未納税額） 
－ 決算書等（写）※ 直近３期分の貸借対照表、損益計算書及びキャ

ッシュフロー計算書 



－ 日本国内におけるシェアサイク

ル事業実績書（自由書式） 
共同事業体の場合は、構成員で実績がある者は

すべて提出 
－ 社会保険等加入証明書類（写）※ 加入証明書、領収済証、納入証明書又は適用通

知書等（ただし、加入義務のない提案者は除く） 
－ 情報セキュリティポリシー等

（写）※ 
提案者の社内規定等 

※共同事業体での提案の場合は構成員すべての書類を提出すること 
⑵ 提出期限  

令和６年 10 月４日（金）12 時 00 分まで（必着） 

⑶ 提出先 

〒231-0005 横浜市中区本町６丁目 50 番地の 10 市庁舎 22 階 

横浜市道路局道路政策推進課 担当 伊藤、植竹、寺本 

電話：045-671-3644 FAX：045-550-4892 

メールアドレス：do-sharecycle@city.yokohama.lg.jp 
⑷ 提出方法  

持参、郵送又は電子メール 

※電子メールでの提出の場合、押印がある書類及び原本提出が必要な書類は、別途持参又は郵送し

てください。 

※持参以外での提出は、提出先の担当宛に提出書類の受理確認を必ず行ってください。 

※電子メールに直接データを添付して提出する場合、ファイルサイズが７MB 以下になるよう調整

して送付ください。これによることが難しい場合は、必ず事前に提出先の担当宛に連絡し、本市

指定のファイル交換サービスを使用して送付してください。 

※郵送の場合は簡易書留とし、令和６年 10 月３日（木）の消印までを有効とします。 

⑸ 提案資格確認結果通知書・提出要請書（様式４）の送付及び方法 

令和６年 10 月 21 日（月）までに、電子メールにより回答します。 
 
４ 質問書の提出 

提案書提出有資格者が、提案書提出にあたり質問等がある場合は、質問書（様式５）により、次のと

おり行ってください。 
 
 
 
⑴ 受付期間 

提案書資格確認結果通知書・提出要請書受理後から 

令和６年 10 月 30 日（水）12 時 00 分まで（必着） 

⑵ 提出先 

〒231-0005 横浜市中区本町６丁目 50 番地の 10 市庁舎 22 階 

横浜市道路局道路政策推進課 担当 伊藤、植竹、寺本 

様式 No 提出書類 主な記載事項等 
５ 質問書 質問がない場合は提出不要 



メールアドレス：do-sharecycle@city.yokohama.lg.jp 

⑶ 提出方法 

電子メール（必ず受理確認を行ってください。） 

⑷ 回答送付日及び方法 

令和６年 11 月８日（金） 

提案書提出有資格者全員に、すべての質問と回答を電子メールで送付します。 

⑸ その他 

電話等での問合せには応じませんので、質問内容が明確になるように記載してください。 

 
５ 提案書の提出 
⑴ 提出書類（書類１部及び電子データ） 

① 提案書（様式６）、提案書資料①（様式７）及び提案書資料②～⑭を作成し、提出してください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 提案書資料②～⑭の作成にあたっては、次の内容に即して作成してください。 
ア 様式はありませんが、用紙の大きさは A４版とします。縦・横のレイアウト選択は自由です

が、どちらか一方ですべての提案書資料を統一してください。 
イ 文字は、注記等を除き原則として 10.5 ポイント以上の大きさで記述してください。 
ウ 提案書資料②～⑭は、『横浜市シェアサイクル事業評価選定委員会』提案書評価・選定基準の

各評価項目の並び順に従って作成し、見やすい表現で要点を簡潔にまとめて作成してください。 
エ 写真、イラスト、グラフ又はイメージ図（以下「写真等」という。）のみでの資料作成は不可

とし、写真等を使用する場合は必ず文章での説明を記載するようにしてください。 
オ 提案書資料は、左上に②～⑭の書類番号、タイトルを明記し、提案書資料の各項目が複数ペー

様式 No 提出書類 主な記載事項等 
６ 提案書（表紙）  
７ 提案書資料① 提案者概要 
－ 提案書資料② 事業実績等 
－ 提案書資料③ 経営状況 
－ 提案書資料④ 事業目標の達成 
－ 提案書資料⑤ 公有地サイクルポートの整備 
－ 提案書資料⑥ 民有地サイクルポートの整備 
－ 提案書資料⑦ 利用システム 
－ 提案書資料⑧ 利用料金 
－ 提案書資料⑨ 車両の仕様 
－ 提案書資料⑩ サイクルポートの仕様 
－ 提案書資料⑪ 運営体制等 
－ 提案書資料⑫ 交通安全対策 
－ 提案書資料⑬ データ提供 
－ 提案書資料⑭ 付帯事業 



ジに渡る場合は、提案書資料ごとに枝番号を記載（例：②-1 事業実績等）してください。 
カ 公平な審査を行うため、提案書資料②～⑭には提案者名等（代表者名、企業ロゴ、ブランド名

等を含む）を記載しないようお願いします（記載がある場合は、事務局にて該当部分を黒塗りし

ます）。 
③ 所定の様式以外の書類や②の内容に準拠しない書類については受理できません。 

⑵ 提出期限 

令和６年 11 月 29 日（金）12 時 00 分まで（必着） 

⑶ 提出先 

〒231-0005 横浜市中区本町６丁目 50 番地の 10 市庁舎 22 階 

横浜市道路局道路政策推進課 担当 伊藤、植竹、寺本 

電話：045-671-3644 FAX：045-550-4892 

メールアドレス：do-sharecycle@city.yokohama.lg.jp 

⑷ 提出方法 

書類（１部）：持参又は郵送 
電子データ ：電子メール又は持参（DVD-R） 

※持参以外での提出は、担当宛に提出書類等の受理確認を必ず行ってください。 
※持参する場合は、事前に提出先の担当宛に連絡のうえ、平日の９時から 12 時、又は 13 時から 17

時の間に提出してください。 
※郵送の場合は簡易書留とし、令和６年 11 月 28 日（木）の消印までを有効とします。 
※電子データは全て PDF 形式とすること。 
※電子メールに直接データを添付して提出する場合、ファイルサイズが７MB 以下になるよう調整

して送付ください。これによることが難しい場合は、必ず事前に提出先の担当宛に連絡し、本市指

定のファイル交換サービスを使用して送付してください。 
 
６ その他 
・提出書類において使用する言語及び通貨は次のとおりとすること。 

   言語 日本語 
   通貨 日本国通貨 
・提案書の提出後、本市の判断により補足資料の提出を求めることがあります。提出された補足資料は

提案書の一部とみなします。 
・提出書類等は返却しません。 
・提出書類の全部又は一部を手書きで作成する場合は、全て消えないボールペンで記載すること（鉛筆

書き、消えるボールペンの使用不可）。 



 
 

（様式１）参加意向申出書 

令和 年 月 日 

 

横浜市長 

 

所  在  地 

商号又は名称 

代表者職氏名                 

 

 

参 加 意 向 申 出 書 

 

 

次の件について、プロポーザルへの参加を申し込みます。 

 

件名：横浜市シェアサイクル事業 

 

１ 参加意向申出者 

商号又は名称  

代表者職氏名  

所在地 
〒   －     

 

 

 

２ 書類送付等連絡先 

担当者所属・役職  

担当者氏名 

（フリガナ） 

 

所在地 
〒   －     

 

電話番号       －      －       

電子メールアドレス            ＠ 

（裏面あり） 



 
 

（様式１） 

３ 添付書類                                     

（１）役員等氏名一覧表（様式３） 

（２）定款（写） 

（３）法人登記簿謄本（申請日前３か月以内に発行されたもの） 

（４）印鑑証明書（申請日前３か月以内に発行されたもの） 

（５）納税証明書（最近３年分） 

（６）決算書等（写）（直近３期分） 

（７）日本国内におけるシェアサイクル事業実績書 

（８）社会保険等加入証明書類（写）（※加入義務のない提案者は除く） 

（９）情報セキュリティポリシー等（写） 

 

４ 確認事項（次の内容に該当する場合、□に〇印を記入してください） 

（１）提案者は、次に掲げる者ではありません。 

ア 会社更生法、破産法、もしくは民事再生法の適用を受けている者、又は商法により特別清算もし

くは会社整理を行っている者。 

イ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成 11 年法律第 147 号）第８条第２項

第１号の処分を受けている団体もしくはその代表者、主催者その他の構成員又は当該構成員を

含む団体。 

ウ 横浜市暴力団排除条例（平成 23 年 12 月横浜市条例第 51 号。以下、「条例」という。）第２条第

２号に規定する暴力団（以下、「暴力団」という。）、条例第２条第４号に規定する暴力団員等（以

下、「暴力団員等」という。）、条例第２条第５号に規定する暴力団経営支配法人等又は条例第７

条に規定する暴力団員等と密接な関係を有すると認められる者。 

エ 神奈川県暴力団排除条例（平成 22 年神奈川県条例第 75 号）第 23 条第１項又は第２項に違反し

ている事実がある者。 

オ 宗教活動又は政治活動を主たる目的としている者。 

カ 直近３事業年度内において横浜市税、法人市民税、固定資産税、都市計画税（土地・家屋）、消

費税及び地方消費税を滞納している者。 

キ 社会保険（雇用保険、健康保険及び厚生年金）への加入義務があるにもかかわらず未加入である 

者。 

 

（２）本市が別紙「役員等氏名一覧表（様式３）」の情報を神奈川県警察本部長に照会することについ

て、同意します。 

 

（３）上記（１）及び（２）について、本書面により誓約します。 

 

  

□ 

□ 

□ 



 
 

（様式２）参加意向申出書（共同提案） 

令和 年 月 日 

 

横浜市長 

（幹事者） 

所   在   地 

商号又は名称 

代表者職氏名                

 

参 加 意 向 申 出 書（共同提案） 

 

次の件について、プロポーザルへの参加を申し込みます。なお、幹事者及び別紙の共同提案者の合計 

（  ）者から構成される共同事業体を結成します。 

 

件名： 横浜市シェアサイクル事業 

 

１ 参加意向申出者（幹事者） 

商号又は名称  

代表者職氏名  

所在地 
〒   －     

 

 

 

２ 書類送付等連絡先（幹事者） 

担当者所属  

担当者氏名 

（フリガナ） 

 

所在地 
〒   －     

 

電話番号       －      －       

電子メールアドレス            ＠ 

 



 
 

（様式２） 

参 加 意 向 申 出 書（共同提案） 

 

参加意向申出者（幹事者以外の共同提案者） 

  

商号又は名称  

代表者職氏名  

所在地 
〒   －     

 

商号又は名称  

代表者職氏名  

所在地 
〒   －     

 

商号又は名称  

代表者職氏名  

所在地 
〒   －     

 

商号又は名称  

代表者職氏名  

所在地 
〒   －     

 



 
 

（様式２） 

３ 添付書類（※部を除き、共同事業体の構成員すべての書類を提出ください） 

（１）役員等氏名一覧表（様式３） 

（２）定款（写） 

（３）法人登記簿謄本（申請日前３か月以内に発行されたもの） 

（４）印鑑証明書（申請日前３か月以内に発行されたもの） 

（５）納税証明書（直近３年分） 

（６）決算書等（写）（直近３期分） 

（７）日本国内におけるシェアサイクル事業実績書（※構成員で実績がある者のみ） 

（８）社会保険等加入証明書類（写）（※加入義務のない構成員は除く） 

（９）情報セキュリティポリシー等（写） 

 

４ 確認事項（次の内容に該当する場合、□に〇印を記入してください） 

（１）幹事者及び共同提案者は、次に掲げる者ではありません。 

ア 会社更生法、破産法、もしくは民事再生法の適用を受けている者、又は商法により特別清算もし

くは会社整理を行っている者。 

イ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成 11 年法律第 147 号）第８条第２項

第１号の処分を受けている団体もしくはその代表者、主催者その他の構成員又は当該構成員を

含む団体。 

ウ 横浜市暴力団排除条例（平成 23 年 12 月横浜市条例第 51 号。以下、「条例」という。）第２条第

２号に規定する暴力団（以下、「暴力団」という。）、条例第２条第４号に規定する暴力団員等（以

下、「暴力団員等」という。）、条例第２条第５号に規定する暴力団経営支配法人等又は条例第７

条に規定する暴力団員等と密接な関係を有すると認められる者。 

エ 神奈川県暴力団排除条例（平成 22 年神奈川県条例第 75 号）第 23 条第１項又は第２項に違反し

ている事実がある者。 

オ 宗教活動又は政治活動を主たる目的としている者。 

カ 直近３事業年度内において横浜市税、法人市民税、固定資産税、都市計画税（土地・家屋）、消

費税及び地方消費税を滞納している者。 

キ 社会保険（雇用保険、健康保険及び厚生年金）への加入義務があるにもかかわらず未加入である 

者。 

 

（２）本市が別紙「役員等氏名一覧表（様式３）」の情報を神奈川県警察本部長に照会することについ

て、同意します。 

 

（３）上記（１）及び（２）について、本書面により誓約します。 

 

 

 

 

□ 

□ 

□ 



 
 

（様式３）役員等氏名一覧表（横浜市シェアサイクル事業） 

 

令和  年  月  日現在の役員等 

 

本様式に記載された情報を応募資格の判断のための調査・照会資料として使用することについて、 

同意します。また、記載された全ての役員等に同趣旨を説明し、同意を得ています。 

 

法  人  名 

代表者職・氏名 実印 

 

役職名 氏 名 氏名のカナ 
生年月日 

(大正 T,昭和 S,平成 H) 

性別 

(男･女) 住 所 

（代表者）   T 

S

H 

 

 

  

   T 

S

H

 

 

  

   T 

S

H 

 

 

  

   T 

S

H 

 

 

  

   T 

S

H

 

 

  

   T 

S

H 

 

 

  

   T 

S

H 

 

 

  

   T 

S

H

 

 

  

   T 

S

H 

 

 

  

   T 

S

H 

 

 

  



 
 

（様式４）提出資格確認結果通知書・提出要請書 

道 道 政 第  号 

                            令和６年 月 日 

 

 

（商号又は名称） 

（代表者職氏名） 様 

 

横浜市長 

 

 

提案資格確認結果通知書・提出要請書 

 

  

 次の件について、参加資格確認結果を通知します。また、所定の期日までに提案書等を提出していただ

きたく通知します。 

 

件名：横浜市シェアサイクル事業 

 

１ 提案資格確認結果について 

 

結果①：資格を有することを認めます。 

結果②：次の理由により、資格を有することを認められません。 

理由 ：××のため 

 

※上記理由について説明を希望される方は、令和６年●月●日（●）までに道路局道路政策推進課へ

その旨を記載した書面を提出してください。 

 

２ 提案書類の提出要請について 

 提出期限：令和６年●月●日（●）●時 00 分まで 

（1）提案書表紙（様式６） 

（2）提案書資料①～⑭（①については様式７） 

 

 担 当 

横浜市道路局道路政策推進部道路政策推進課 伊藤、植竹、寺本 

〒231-0005 横浜市中区本町６丁目 50 番地の 10  

ＴＥＬ：045-671-3644 ＦＡＸ：045-550-4892 

メール：do-sharecycle@city.yokohama.lg.jp 



 
 

（様式５）質問書 

令和  年  月  日 

   

横浜市長 

 

所  在  地 

商号又は名称 

代表者職氏名 

 

質  問  書 

 

件名：横浜市シェアサイクル事業 

 

質  問  事  項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【質問書の提出先】 

横浜市道路局道路政策推進部道路政策推進課 伊藤、植竹、寺本 

〒231-0005 横浜市中区本町６丁目 50 番地の 10  

ＴＥＬ：045-671-3644 ＦＡＸ：045-550-4892 

メール：do-sharecycle@city.yokohama.lg.jp 

 

※質問がない場合は質問書の提出は不要です。 

※枠に入らない場合は、別紙に記載してもかまいません。  



 
 

（様式６）提案書（表紙）（横浜市シェアサイクル事業） 

 

令和 年 月 日 

 

横浜市長 

所  在  地 

商号又は名称 

代表者職氏名     

 

 

提 案 書 

 

 

 次の件について、提案書を提出します。 

 

件名：横浜市シェアサイクル事業 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連絡担当者 

所属 

氏名 

電話 

E－mail 

  



 
 

（様式７）提案書資料① 提案者概要 

※共同事業体の場合は、幹事者及び共同提案者ごとに資料を作成してください。 

 

 

名 称  ＴＥＬ  

本社所在地  ＦＡＸ  

設立年月日  資本金 百万円 

従 業 員 総数 人（うち非常用従業員 人） 

主要拠点 
営業拠点等 

 

業 務 内 容 

 

業   績 

決 算 期 売 上 高 経常利益 純 利 益 

第 期 ／ ～ ／ 万円 万円 万円 

第 期 ／ ～ ／ 万円 万円 万円 

第 期 ／ ～ ／ 万円 万円 万円 

主要売上 

項 目     

比 率 ％ ％ ％ ％ 

主要株主 

株 主 
    

比 率 
％ ％ ％ ％ 

主要取引 

金融機関 

名 称 

（支 店） 

    

主要取引先 

企業等名称     

所 在 地     

年間取引高  

万円 

 

万円 

 

万円 

 

万円 

取引割合 
％ ％ ％ ％ 

取引年数 
年 年 年 年 



 
 

（様式８）結果通知書 

 道 道 政 第 号 

                            令 和 年 月 日 

 

 

（商号又は名称） 

（代表者職氏名） 様 

 

横浜市長 

 

 

結 果 通 知 書 

 

貴者から提出のあった次の件の提案書について、評価結果を次のとおり通知します。 

 

件名：横浜市シェアサイクル事業 

 

結果①：最適であると選定しました。 

協定等の手続きにつきましては、別途連絡します。 

 

結果②：次の理由により選定しませんでした。  

理由：××のため。 

 

 

※上記理由について説明を希望される方は、令和７年１月●日までに道路局道路政策推進課へその旨を

記載した書面を提出してください。 

 

 

 

 

 

 

担 当 

横浜市道路局道路政策推進部道路政策推進課 伊藤、植竹、寺本 

〒231-0005 横浜市中区本町６丁目 50 番地の 10  

ＴＥＬ：045-671-3644 ＦＡＸ：045-550-4892 

メール：do-sharecycle@city.yokohama.lg.jp 
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